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１．論文内容の要旨  

本研究の主題は、近年、社会福祉領域において注目されている「利用者主体の福

祉サービス」に関する実践的課題である。「利用者主体の福祉サービス」とは、社会

福祉施設等において、福祉サービスの利用者の意向や希望を尊重することを基本と

する援助であるが、現実には、そうした援助理論ないし定義が抽象的または規範的

であり、必ずしも具体的な実践に結合していないという。そこで論文著者は、「利用

者主体の福祉サービス」の実践に役立つ有効な理論を検討した。その結果、行動主

義を哲学的基盤とする行動分析学が、「利用者主体の福祉サービス」を具体的な実践

として捉えられる理論枠組みとして有効性が高いという認識に至っている。そこで、

それを裏づける実証的な調査と実験を行ない、それらの結果をもとに、最後に、行

動分析学に基づく援助者教育の必要性について提言している。  
本研究は、第Ⅰ部から第Ⅲ部までの３部で構成されている。第Ⅰ部では、「利用者

主体の福祉サービス」という曖昧な福祉用語が、歴史的にどのように使用されてき

たかを辿り、最近の研究動向を踏まえて、論文著者なりの定義をしている。この用
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語が曖昧であり、現場での福祉実践に結び付かなかった理由として、論文著者は、

政策主体側の定義が規範的である事、その批判的検討から生みだされた当事者団体

側の定義も、人権等を重視しながらも説明的概念に止まっている事を指摘している。

そして、福祉援助に関する諸理論を検討した結果、福祉現場での具体的で適切な実

践を可能にする理論として、行動分析学の有効性が高い事を指摘している。しかし、

行動分析学は、行動分析家ではない福祉現場の人々から、一般的に正しく理解され

にくく誤解されやすいという。そこで論文著者は、福祉現場に携わる人たちに行動

分析学の手法を正しく理解してもらうには、福祉サービスに関係する利用者と援助

者が、相互に福祉サービスをどのように捉えているかを実証的に明らかにすること

がまず必要であるとして、第Ⅱ部の調査と実験を行った。  

第Ⅱ部では、第Ⅰ部で提起された課題を検証するために、３つの調査研究と３つ

の実験的研究の成果が記述されている。前半の調査研究では、利用者と援助者が福

祉サービスをどう捉えているかについての調査結果が報告されている。後半の実験

的研究では、行動分析学の視点を援助者が持つと、実際の援助がどのようになるか

についての報告がなされている。研究結果の概略は次のとおりである。研究１では、

援助者と福祉サービスの利用者が「利用者主体の福祉サービス」をどのように認識

しているかを調査している。研究２では、援助者と利用者の双方が考える「利用者

主体の福祉サービス」の実践条件を把握し、それらを比較調査している。研究３で

は、福祉サービスを提供する援助者と、その援助者になろうとする学生実習生が「利

用者主体の福祉サービス」をどのように認識しているのかを調査している。以上の

研究１～３は、利用者と援助者のそれぞれが「利用者主体の福祉サービス」をどの

ように捉えているかという、役割期待についての評価調査である。これらの調査に

より、福祉サービスの利用者は即事的な援助そのものに役割期待を向け、援助者は

援助そのものよりも援助場面全体に関わる環境要因に役割期待を向けていることが

判明したという。その結果、援助者は、利用者と直接的に関わる援助行動に更なる

関心を向け、それを行動分析的に捉える必要性があるとの問題が提起されている。  

そこで、研究４では、「利用者主体の福祉サービス」を実践する上で利用者の行動

をどう捉えるべきかを検討するために、特別養護老人ホームに入所している認知症

高齢者３名を対象に、彼らに対する音楽を用いたアクティビティの提供とその効果

を調べるための実験が行われた。次に研究５ a と５b は、そのような援助を実践する

ための援助者を養成するために、行動分析学の重要な概念である行動随伴性を、援

助者を目指す学生に教示して、彼らが援助をどのように捉え、どのように援助実践

するのかについて実験した。最後に、研究６では、行動随伴性を教示された学生が、

実際の福祉サービス場面で、どのような行動的な援助を行うのか、また、その援助

効果はいかなるものかを実験している。研究４～６の結果、行動分析学的視点の教
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示により、実験対象の援助者や学生は、抽象的な概念に依らない具体的な手続きに

よって援助実践ができるようになった、と論文著者は指摘している。  

第Ⅲ部は、研究１～６の全体を総括した後で、行動分析学の視点に基づく「利用

者主体の福祉サービス」を実践するためには、そうした視点に基づく援助者教育が

必要であると強調している。  

 以上、本研究は、「利用者主体の福祉サービス」を適切にそして具体的に実践する

には、行動分析学の視点に基づく援助者教育が有効であると指摘している。しかし、

第Ⅱ部でとりあげた研究は、福祉サービスの利用者と提供者という対面的な関係が

中心であり、利用者が施設生活全体の中で、「利用者主体の福祉サービス」をどう把

握しているかについては、触れられていない。研究対象として取り上げた６つの福

祉サービス場面は限定されたものであるが、これまでにこうした研究は進んでおら

ず、行動分析学的研究に新たな道筋を開いた事に関しては高く評価する事ができる。 
 
２．審査の経過と結果  
 2016 年 1 月 22 日（金）の午後に口述試験を実施した。最初に論文著者から論文

の概要についてパワーポイントを用いて説明があり、それを受けて審査委員から質

疑が行われた。主な疑問点は以下の３項目であった。①論文の主題である「利用者

主体の福祉サービス」という用語について、明確な定義がなされていないため、第

Ⅰ部の論理展開がかなり恣意的になっている。②「利用者主体の福祉サービス」と

いう表現は、戦後、かなり抽象的な福祉理念として長く使用されていたが、措置型

福祉から契約型福祉へと転換する 1990 年代には、政策用語として使用され、更に

21 世紀に入ると当事者側から政策批判的な説明用語として提起されている。にもか

かわらず、こうした文脈への配慮が欠落している。③第Ⅱ部では、６種類の調査と

実験について報告されているが、後半の３つの実験は記載の内容に不備な部分が多

い。以上の結果、疑問点として指摘された３項目を修正し、再提出すべきであると

の結論に達した。  
 修正した論文は 3 月 1 日（火）に提出された。再評価は他大学の審査委員もいる

ので、提出された論文についての委員長コメントを付して、各委員に修正論文を送

付し意見を求めた。  
その結果は以下の５項目であった。①「利用者主体の福祉サービス」については、

近年の先行研究を踏まえて的確に定義されている。②抽象的な福祉理念から政策レ

ベルのキーワードへ、更には当事者サイドからの政策批判的な価値概念への展開が、

社会福祉基礎構造改革を踏まえてわかりやすく整理されている。③第Ⅱ部の後半の

３つの実験は、各実験について目的・方法・結果、そして考察がきちんと記述され

ており、前回指摘された事柄は概ね解決されている。④文章の記載について、やや
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厳密さを欠く箇所が依然として散見されるが、これらは研究の成果に関わるもので

はない。⑤「合」という判定でよい。  
3 月 15 日（火）、委員長はこれらを取りまとめて、考査報告書を作成し、その概

要を 3 月 16 日（水）に開催された常磐大学大学院人間科学研究科で報告した。  
   
３．審査結果の要旨  
 １）戦後の日本国憲法では、13 条と 25 条を中心にして、国民は基本的人権を有

し幸福を追求する権利があり、国家はそれを保障する義務がある事が謳われて

いる。しかし、福祉現場におけるサービスの利用は、現実には物的・金銭的・

人的な福祉資源の制限により、先の権利は規範的な事柄であると解釈されてき

た。福祉サービスの提供が措置制度という行政主体の方法により長く実施され

てきた事もあって、「利用者主体の福祉サービス」は規範のレベルに止まってき

たばかりでなく、福祉現場におけるサービス提供者と利用者との関係、別言す

れば、福祉援助技術の方法研究を遅らせる事になったのである。  
   本論文は、福祉サービス提供の仕組みが措置制度から契約制度へと転換した

にも関わらず、依然として福祉援助技術の研究が進まず、契約制度に適合した

援助実践が福祉現場で行われていないという課題意識に立っており、論文の課

題設定は的確である。  
 ２）第Ⅰ部では、「利用者主体の福祉サービス」という用語法をめぐり、抽象的な

規範から政策用語としての登場、更には、利用者の人権を基礎に備えた用語法

を紹介し、現段階では依然として、「利用者を主体にした」援助技術が提案され

ていない事を指摘している。次に、近年の援助技術論の検討に入り、有効性の

高い理論として、行動分析学の方法に着目している。第Ⅱ部は、行動分析学の

枠組みを用いて、６種類の調査と実験の結果が報告され、一定程度の有効性の

ある事が実証的に例証されている。  
 ３）調査と実験の方法について、行動分析学との関係で問題があるとの指摘がな

されたが、福祉現場でこのような調査や実験を行うのは、極めて困難な事情が

あり、学問的な方法に若干の課題があるにしても、こうした研究や実験を実施

したという事実は評価されるべきである。  
 ４）論文の書式は、研究目的、先行研究、論文構成、課題に関する研究方法、結

果と考察、研究の倫理的配慮、総括等の面で、適切に対応しており特に問題は

ない。  
 ５）本研究の基礎になる研究業績は、提出された学術雑誌掲載論文と学会報告一

覧により、確認されている。  
６）以上により、論文審査委員会は、本論文について博士の学位を授与するに値
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するものと判断した。  
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